
（平成２３年４月６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 16 件

厚生年金関係 16 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 23 件

厚生年金関係 23 件

年金記録確認神奈川地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5467 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年８月 26 日から 57 年４月１日ま

での期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を 57 年４月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 26 万円とするこ

とが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 50 年３月 17 日から同年 12 月 31 日まで 

             ② 昭和 51 年 10 月１日から同年 11 月 26 日まで 

             ③ 昭和 51年 11月 26日から 52年 12月１日まで  

             ④ 昭和 52 年 12 月１日から 56 年８月 26 日まで 

             ⑤ 昭和 56 年８月 26 日から 57 年４月１日まで 

             ⑥ 昭和 57 年４月１日から 58 年４月 21 日まで 

    私は、前の職場の同僚とＢ社にＣ職として入社した。申立期間①にお

ける私の給与は月額 30 万円であったと記憶しているが、標準報酬月額

は給与に比べて低額となっているため、記録を訂正してほしい。 

    また、私は、昭和 51 年の春頃から 63 年の４月 25 日までＡ社（当初

は、Ｅ社）のＤ地区事務所にＣ職として継続して勤務していたが、申立

期間③及び⑤の厚生年金保険被保険者記録が無いことになっているのは

納得できないので当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

    さらに、Ａ社に在職中の私の給与は 30 万円だったと記憶しているの

で、申立期間②、④及び⑥の標準報酬月額を 30 万円に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間⑤について、雇用保険の記録、申立人から提出されたＡ社から



                      

  

受けた勤続 10 年の表彰状及び当該期間に同社に在籍していた申立人の部

下の証言により、申立人は申立てに係るグループ会社に継続して勤務し

（昭和 57 年４月１日に同社から関連会社のＦ社へ移籍）、当該期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

56 年７月の社会保険事務所（当時）の記録から 26 万円とすることが妥当

である。 

   なお、事業主が申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は

無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

   一方、申立期間①について、申立人は、在職中の給与は一貫して 30 万

円であったと主張しているが、当該期間の厚生年金保険標準報酬月額等級

の上限の標準報酬月額が 20 万円である上、Ｂ社の事業主は、当時の資料

は無いが自身と同じ標準報酬月額であることは考えられないと回答してお

り、事業主から申立人と給与の額が同等であると思われる従業員として名

前の挙がった同僚の標準報酬月額は、申立人と同じ 15 万円であることが

確認できる。 

   また、申立人から名前の挙がった、申立人と一緒に同じ会社からＢ社に

入社したとする同僚は、入社時の標準報酬月額が申立人より低い等級の額

であることが確認できる。 

   申立期間②について、申立人は、Ｅ社には月額 30 万円の給与で契約し

て入社したと主張しているところ、申立人の同社に係る健康保険厚生年金

保険被保険者原票及びオンライン記録では資格取得時の標準報酬月額は９

万 8,000 円と記録されている。 

   これについて、当該期間にＥ社で厚生年金保険被保険者資格を取得して

いる被保険者の標準報酬月額を検証したところ、同社の役員を除く従業員

の資格取得時の標準報酬月額は、８万 6,000 円から 11 万円であり、申立

人の標準報酬月額が同社従業員の資格取得時の標準報酬月額の水準からみ

て低額であったという事実は確認できない。 

   申立期間③について、Ｅ社に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険

者原票によると、申立人の記録は、昭和 51 年 11 月 26 日喪失となってお

り、オンライン記録どおりの記載であることが確認できる上、被保険者証

交付記録欄には健康保険被保険者証を返付したことが記載されている。 



                      

  

   また、雇用保険の記録において、申立人は昭和 51 年 11 月 25 日に離職

し、離職票が交付されていることが確認できる。 

   さらに、当時の事業主は、当時の資料が無く申立人の雇用形態は不明で

あるが、雇用の形態を取らないで働くＣ職もいたため、申立人の場合もそ

の可能性がある旨を回答している。 

   申立期間④について、申立人は、Ａ社に入社後、給与は一貫して 30 万

円だったと主張しているところ、同社の申立人に係る健康保険厚生年金保

険被保険者原票には、資格取得時の昭和 52 年 12 月１日は９万 8,000 円だ

った標準報酬月額等級が徐々に上がり、56 年４月１日には 26 万円となっ

ており、オンライン記録と一致していることから、記録に不自然さはみら

れない。 

   また、申立人の標準報酬月額について、Ａ社で申立人と同質性の高い同

僚と申立人の標準報酬月額を比較したところ、申立人は、資格取得当初は

先に入社していた同僚より申立人の方が低額であったが、昭和 55 年８月

からは同僚の標準報酬月額を上回って代表取締役、取締役に次ぐ水準とな

っていることが確認できることから、同社において申立人の標準報酬月額

が同僚及び他の従業員に比べ低額であったという事実は確認できない。 

   申立期間⑥について、申立人は、Ａ社の都合により同社からＦ社に厚生

年金保険の記録が移ったが、Ａ社とは 30 万円の給与で契約していたため、

Ｆ社においても給与は 30 万円だったと主張しているところ、同社に係る

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオンライン記録によると、

標準報酬月額は 26 万円と記録されており、これは当時のＦ社における被

保険者の中では事業主と同じ額であることが確認できる。 

   また、申立人及び同僚の供述から、Ａ社とＦ社は関連会社であり一時的

に所属が変更になったが仕事内容等に変更は無かったと推認できるところ、

当該期間前後の申立人のＡ社おける標準報酬月額はＦ社と同額の 26 万円

と記録されていることから、当該期間の標準報酬月額においても同額であ

ったことがうかがえる上、当時、申立人の標準報酬月額が事業主の額を超

えて 30 万円だったとする事実は確認できない。 

   さらに、オンライン記録によると、Ｆ社は昭和 58 年４月 21 日に厚生年

金保険の適用事業所ではなくなっており、当該期間の賃金台帳等は確認で

きない上、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除

をうかがえる関連資料及び周辺資料は見当たらない。 

   加えて、申立期間①、②、④及び⑥について、申立人は、給与明細書等

を保管しておらず、申立人の当該期間における給与の額及び厚生年金保険

料の控除をうかがえる関連資料及び周辺資料は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料を総合的に判断すると、

当該期間において申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保



                      

  

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   また、申立期間③について、申立人の当該期間における雇用形態及び厚

生年金保険料の控除をうかがえる周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5468 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 19 年 10 月９日から 20 年２月 25 日ま

での期間及び同年８月 29 日から 21 年６月 20 日までの期間の厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ、かつ、申立

人は申立期間のうち、20 年２月 25 日から同年８月 29 日までの期間にお

いて、厚生年金保険被保険者であったことが認められることから、申立人

のＡ社における資格取得日に係る記録を 19 年 10 月９日に、資格喪失日に

係る記録を 21 年６月 20 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 60 円と

することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る昭和 19 年 10 月から 20 年１月までの期

間及び同年８月から 21 年５月までの期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 21 年６月 20 日から 22 年５月１日ま

での期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社Ｃ支店における資格取得日に係る記録

を 21 年６月 20 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を同年６月及び同年

７月は 60 円、同年８月から 22 年４月までは 150 円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 26 年３月 31 日から同年４月１日まで

の期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社Ｄ支店における資格取得日に係る記録を

同年３月 31 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 6,000 円とすること

が必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していたか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住 所 ：  

 



                      

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 19 年４月 27 日から同年 10 月９日まで 

             ② 昭和 19 年 10 月９日から 20 年２月 25 日まで 

             ③ 昭和 20 年２月 25 日から同年 11 月 18 日まで 

             ④ 昭和 20 年 11 月 18 日から 21 年６月 20 日まで 

             ⑤ 昭和 21 年６月 20 日から 22 年５月１日まで 

             ⑥ 昭和 26 年３月 31 日から同年４月１日まで 

    夫は、昭和 17 年４月１日から 60 年３月 31 日まで一貫してＡ社に勤

務していたが、厚生年金保険の記録では、22 年５月１日に資格を取得

したことになっており、それ以前の勤務期間に対応した被保険者記録が

無い。また、同社Ｃ支店から同社Ｄ支店に転勤した際の 26 年３月 31 日

から同年４月１日までの被保険者記録が無い。同社に勤務していたのは

事実であるので、被保険者記録を訂正してほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している退職証明書、Ａ社が保管している申立人の人事履

歴を記載した社員名簿及び事業主の回答から、申立人が申立期間①から⑥

までにおいて同社に在籍していたことが認められる。 

   申立期間②について、上記の社員名簿から判断すると、申立人がＡ社Ｂ

出張所に勤務していたことが認められる。 

   また、Ａ社Ｂ出張所は厚生年金保険の適用事業所となっていないものの、

事業主提供の社内月報によると、同社Ｂ出張所は本店管轄であったことが

確認できる。 

   さらに、事業主は、厚生年金保険料の控除を開始した昭和 19 年 10 月１

日以降、職員として国内勤務している者からは厚生年金保険料を控除して

いた旨の回答（以下「保険料控除に関する回答」という。）をしていると

ころ、前記の社員名簿によると、申立人は 17 年４月１日に「雇員」、18

年３月 31 日に「職員」と記載されている。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間②の標準報酬月額については、Ａ社本社に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿の同世代の同僚の記録から、60 円とすること

が妥当である。 

   申立期間③のうち、昭和 20 年２月 25 日から同年８月 29 日までの期間

について、上記の社員名簿によると「入営」と記載されているところ、厚

生労働省社会・援護局の資料から、申立人が同年２月 25 日に陸軍に召集



                      

  

され、同年８月 29 日に召集解除されたことが確認できる。 

   当時、旧厚生年金保険法第 59 条の２により、昭和 19 年 10 月１日から

22 年５月２日までに被保険者が陸海軍に徴集又は召集された期間につい

ては、その厚生年金保険料を被保険者及び事業主共に全額を免除し、被保

険者期間として算入する旨規定されている。 

   したがって、申立人が陸軍に召集されていた期間については、仮に厚生

年金保険被保険者としての届出が行われておらず、厚生年金保険法第 75

条の規定により、時効によって消滅した保険料に係る期間であっても、年

金額の基礎となる被保険者とすべきであるものと考えられる。 

   以上のことから、申立期間③のうち昭和 20 年２月 25 日から同年８月

29 日までの期間については、申立人は厚生年金保険の被保険者であった

と認められる。 

   また、申立期間③のうち、昭和 20 年８月 29 日から同年 11 月 18 日まで

の期間について、上記の退職証明書から、Ａ社に継続して職員として在籍

していたことが確認でき、「保険料控除に関する回答」から、申立人は当

該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

   なお、申立期間③の標準報酬月額については、Ａ社本社の健康保険厚生

年金保険被保険者名簿の同世代の同僚の記録から 60 円とすることが妥当

である。 

   申立期間④について、上記の退職証明書及び社員名簿から申立人はＡ社

本社に勤務しており、上記の「保険料控除に関する回答」から、申立人は

当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

   また、申立期間④の標準報酬月額については、Ａ社本社に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿の同世代の同僚の記録から、60 円とすること

が妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間のうち、昭和 19 年 10 月から 20

年１月までの期間及び同年８月から 21 年５月までの期間の厚生年金保険

料を納付する義務を履行したか否かについては、事業主は不明と回答して

いるが、Ａ社本社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に整理番号の

欠番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所（当時）の記

録が失われたとは考えられない上、仮に事業主から申立人に係る被保険者

資格の取得届が提出された場合には、その後被保険者資格の喪失届を提出

する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所

が当該届出を記録していないとは、通常の事務処理では考え難いことから、

事業主から社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、そ

の結果、社会保険事務所は、申立人に係る当該期間の保険料について納入



                      

  

の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

   申立期間⑤について、上記の退職証明書、社員名簿及び「保険料控除に

関する回答」から判断すると、申立人はＡ社に継続して勤務し（昭和 21

年６月 20 日に同社本社から同社Ｃ支店に異動）、当該期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間⑤の標準報酬月額については、Ａ社Ｃ支店の健康保険厚

生年金保険被保険者名簿の同世代の同僚の記録から、昭和 21 年６月及び

同年７月は 60 円、同年８月から 22 年４月までは 150 円とすることが妥当

である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間⑤の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、事業主は不明と回答しているが、これを

確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 

   申立期間⑥について、上記の退職証明書、社員名簿及び「保険料控除に

関する回答」から判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（昭和

26 年３月 31 日に同社Ｃ支店から同社Ｄ支店に異動）、当該期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間⑥の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｄ支店にお

ける昭和 26 年４月の社会保険事務所の記録から 6,000 円とすることが妥

当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間⑥の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、事業主は不明と回答しているが、これを

確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 

   一方、申立期間①について、Ａ社から提出された社員名簿では、申立人

は、同社Ｅ事業所に勤務していたことが確認できる。 

   しかし、申立期間①のうち、昭和 19 年４月 27 日から同年６月１日まで

の期間について、オンライン記録ではＡ社Ｅ事業所は、厚生年金保険の適

用事業所となっておらず、同社は当該事業所が本社管轄であったか否かは



                      

  

不明であるとしている上、同社本社も厚生年金保険の適用事業所となって

いないことが確認できる。 

   また、昭和 19 年６月１日から同年９月 30 日までの期間について、Ａ社

の事業主は、同社が厚生年金保険料の控除を開始したのは、19 年 10 月１

日以降であると回答している。 

   さらに、昭和 19 年 10 月１日から同年 10 月９日までの期間について、

オンライン記録では、Ａ社Ｅ事業所は厚生年金保険の適用事業所となって

いない上、同社は同社Ｅ事業所が本社管轄であったか否かは不明であると

している。 

   加えて、申立人は既に死亡しているため、同僚の名前が判明せず、厚生

年金保険料控除等について聴取することができない上、保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等は無い。 

   このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除をうかがわ

せる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険の被保険者として

申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5469 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成３年９月５日から４年２月 29 日までの期間につ

いて、Ａ社の事業主は、申立人が３年９月５日に厚生年金保険被保険者の

資格を取得し、４年２月 29 日に同資格を喪失した旨の届出を行ったこと

が認められることから、当該期間の資格取得日及び資格喪失日に係る記録

を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、38 万円とすることが妥当

である。 

   申立期間のうち、平成４年２月 29 日から同年５月１日までの期間につ

いて、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社における上記訂正後

の厚生年金保険被保険者の資格喪失日に係る記録を同年５月１日に訂正し、

当該期間の標準報酬月額を 38 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成３年９月５日から４年２月 29 日まで 

             ② 平成４年２月 29 日から同年５月１日まで 

    私は、平成元年５月から勤務していたＢ社で、Ｅ業務をしていたが、

閉鎖により、３年９月５日に親会社であるＡ社に異動し、事業部の管理

職として勤務していた。事業部の解散により、関連会社のＣ社に管理職

として異動した。申立期間の厚生年金保険被保険者記録が欠落している

ので、調査の上、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人及び同僚の雇用保険の記録、同僚から提出された給与明細書並び

に同僚の証言から判断すると、申立人は、申立期間①及び②において、Ａ

社に勤務していたことが認められる。 



                      

  

   申立期間①について、オンライン記録では、当初、申立人はＡ社におい

て平成３年９月５日に厚生年金保険の被保険者資格を取得しているところ、

同社は４年２月 28 日（その後、７年 11 月１日に訂正）に厚生年金保険の

適用事業所ではなくなった旨の処理がなされ、その翌日（４年２月 29

日）付けで、申立人の被保険者資格が取り消されているほか、約 110 名の

被保険者についてもそれぞれの資格取得日が遡って取り消されていること

が確認できる。 

   また、当該訂正処理前の記録から、平成４年２月 29 日において、Ａ社

が厚生年金保険の適用事業所としての要件を満たしていたことが認められ

ることから、社会保険事務所（当時）において、当該適用事業所でなくな

ったとする処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人について、かかる処理を行う合理

的理由は無く、当該取消処理に係る記録は有効なものとは認められないこ

とから、申立人の資格取得日は、事業主が当初届け出た３年９月５日、資

格喪失日は、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった４年２

月 29 日であると認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、平成３年９月の遡及訂正処

理前の記録から、38 万円とすることが妥当である。 

   申立期間②について、上述のとおり、申立人が当該期間にＡ社に勤務し

ていたことが認められる上、同僚から提出された当該期間に係る給与明細

書において、同社から支給されている給与から厚生年金保険料が控除され

ていたことが確認できることから、申立人は、当該期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における上記

訂正前の記録から、38 万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いて、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、

当該期間においてＡ社は適用事業所の要件を満たしていながら、社会保険

事務所に適用の届出を行っていなかったと認められることから、申立人の

当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5470 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成 14 年 10 月８日から 15 年９月１日までの期間に

ついて、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申

立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、当該期間の

標準報酬月額に係る記録を 62 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 14 年 10 月８日から 16 年８月１日まで 

             ② 平成 16 年８月１日から同年 11 月１日まで 

    私は、平成 14 年 10 月８日から 16 年 10 月 31 日までの期間、Ａ社に

Ｅ職として継続して勤務していたが、年金記録を見ると、14 年 10 月か

ら 16 年７月までの標準報酬月額が 41 万円となっている。実際には、最

高等級の標準報酬月額 62 万円に相当する報酬で雇用契約を結んでいた。

当該期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

    また、平成 16 年８月１日から同年 11 月１日までの期間については、

Ａ社に係る年金の記録が無いため、当該期間を厚生年金保険被保険者期

間として認めてほしい。なお、当該期間も、最高等級の標準報酬月額

62 万円に相当する報酬で勤務をしていた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①のうち平成 14 年 10 月８日から 15 年９月１日までの期間に

ついて、オンライン記録によると、14 年 10 月から 15 年３月までの標準

報酬月額は、当初、62 万円と記録されていた。 

   しかしながら、オンライン記録では、平成 15 年４月 11 日付けで、申立

人の資格取得時の標準報酬月額が遡及して引き下げられ、41 万円に記録

が訂正されているところ、同僚 19 名についても、訂正処理日は申立人と

異なるものの、資格取得時の標準報酬月額が遡及して引き下げられている

ことが確認できる。 

   また、Ｂ県のＣ年金事務所から提出された不納欠損処理綴りの写しから、



                      

  

Ａ社には、厚生年金保険料等（平成 14 年８月から 16 年７月まで）の滞納

があり、19 年１月 30 日に不納欠損処理がなされていることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、平成 15 年４月 11 日付けで行われた遡及

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行った当該

遡及訂正処理に合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認めら

れない。このため、当該訂正処理の結果として記録されている申立人の

14 年 10 月から 15 年８月までの標準報酬月額は、当初事業主が社会保険

事務所に届け出た 62 万円に訂正することが必要であると認められる。 

   一方、平成 15 年９月から 16 年７月までの標準報酬月額については、上

記の遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成 15 年９月１

日）で 41 万円と記録されているところ、当該処理については遡及訂正処

理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の

処理が不合理であったとは言えない。 

   また、申立人は、当該期間について、給与の支払がなかった月が大部分

であり、支払のあった月も給与の一部分のみであったとしている上、給与

明細書等を所持しておらず、報酬月額及び保険料控除額について確認する

ことができない。 

   さらに、申立人が所持する未払賃金立替払の確認通知書（控）から、申

立人は、平成 16 年５月から同年 11 月までの賃金について、Ｄ労働基準監

督署から未払賃金立替払の認定を受けていることから、厚生年金保険料の

控除はなかったと考えられる。 

   加えて、商業登記簿謄本から、Ａ社の代表取締役に照会文書を送付する

も、回答を得ることができない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が当該期間についてその主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを認めることはできない。 

   申立期間②について、申立人のＡ社に係る雇用保険被保険者記録は、平

成 14 年 10 月８日から 16 年 10 月 31 日までとなっていることから、申立

人が当該期間において、同社に継続して勤務していたことは確認できる。 

   しかしながら、オンライン記録から、Ａ社は、平成 16 年８月１日に厚

生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立期間②は適用事業所でな

いことが確認できる。 

   また、前記の未払賃金立替払の確認通知書（控）から、申立人は、申立

期間②について未払賃金立替払の認定を受けており、実際に未払賃金の立

替払を行っている労働者健康福祉機構の事務員は、「未払賃金の立替払が

行われた場合、社会保険料は、本人が手続し、納付することとなる。」と

しているところ、申立人は、「申立期間②当時は通院しており、Ａ社の健

康保険がなくなった際、途切れること無く国民健康保険の加入手続をし



                      

  

た。」と述べている。 

   さらに、申立人は、申立期間②における厚生年金保険料の控除について

確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除に係る事

実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5471 

 

第１ 委員会の結論 

   Ａ社の事業主は、申立人が昭和 44 年８月３日に厚生年金保険被保険者

資格を取得し、45 年９月 11 日に同資格を喪失した旨の届出を、Ｂ社の事

業主は、申立人が同年 11 月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、

46 年７月１日に同資格を喪失した旨の届出をそれぞれ社会保険事務所

（当時）に対し行ったことが認められることから、申立人の申立期間に係

る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正するこ

とが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 44 年８月から 45 年８

月までは、２万 2,000 円、同年 11 月から 46 年３月までは２万 8,000 円、

同年４月から同年６月までは３万 3,000 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年８月３日から 45 年９月 11 日まで 

             ② 昭和 45 年 11 月１日から 46 年７月１日まで 

    私は、昭和 44 年８月３日から 45 年９月 10 日まではＡ社に、同年 11

月１日から 46 年６月 30 日まではＢ社に勤務していた。申立期間につい

て厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に

おいて、申立人の旧姓と同姓同名で生年月日が２日相違している者が、昭

和 44 年８月３日に被保険者資格を取得し、45 年９月 11 日に同資格を喪

失している基礎年金番号に未統合の厚生年金保険被保険者記録が確認でき

る。 

   また、申立人は「親から上記の被保険者の生年月日が自身の生年月日で

あると言われており、昭和 51 年 11 月に結婚するまで年金の加入手続も上

記の生年月日で行っていた。」と供述している。 

   これらを総合的に判断すると、上記の記録は申立人の記録であり、事業



                      

  

主は、申立人が昭和 44 年８月３日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、

45 年９月 11 日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったこ

とが認められる。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、上記の被保険者原票の記録

から２万 2,000 円とすることが妥当である。 

   申立期間②について、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

おいて、申立人の旧姓と同姓同名で生年月日が２日相違している者が、昭

和 45 年 11 月１日に被保険者資格を取得し、46 年７月１日に同資格を喪

失している基礎年金番号に未統合の厚生年金保険被保険者記録が確認でき

る。 

   また、同僚の３名は、期間は特定できないものの、申立人がＢ社に勤務

していたことを記憶している上、当該同僚の氏名が同社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿において確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、上記の記録は申立人の記録であり、事業

主は、申立人が昭和 45 年 11 月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、

46 年７月１日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったこ

とが認められる。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、上記の被保険者名簿の記録

から昭和 45 年 11 月から 46 年３月までは２万 8,000 円、同年４月から同

年６月までは３万 3,000 円とすることが妥当である。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5472 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、平成 20

年９月１日であると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る記

録を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、標準報酬月額の決定の基礎

となる平成 20 年４月から同年６月までの期間において、申立人は標準報

酬月額 22 万円に相当する報酬月額が事業主により支払われていたと認め

られることから、申立期間に係る標準報酬月額を 22 万円に訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 59 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 20 年８月 31 日から同年９月１日まで 

    私は、平成 19 年４月１日から 20 年８月 31 日までＡ社に勤務してい

たが、同年８月 31 日が厚生年金保険被保険者資格の喪失日となってい

る。調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る年金記録の確認を求めているが、あっせんの

根拠となる法律の適用については、厚生年金保険の保険料徴収権が時効に

より消滅した期間のうち、申立日において保険料徴収権が時効により消滅

していた期間については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律を、その他の期間については、厚生年金保険法を適用す

る、という厚生労働省の見解が示されたことを踏まえて、当委員会では、

申立期間において、その期間に適用される法律に基づき記録訂正が認めら

れるかを判断することとしている。 

   申立期間については、本件申立日において保険料徴収権が時効により消

滅していない期間であるから、厚生年金保険法を適用する。 

   雇用保険の記録及び申立人から提出された預金通帳の写しにより、申立



                      

  

人は平成 20 年８月 31 日までＡ社に継続して勤務し、申立期間の標準報酬

月額の基礎となる同年４月から同年６月までの期間において、申立人には

標準報酬月額 22 万円に相当する報酬月額が事業主により支払われていた

ことが確認できる。 

   したがって、申立人の資格喪失日は、平成 20 年９月１日であると認め

られ、申立期間の標準報酬月額を 22 万円に訂正することが必要である。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5473 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 42 年４月１日から同年５月２日までの期間につ

いて、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者

資格の喪失日に係る記録を同年５月２日に訂正し、当該期間の標準報酬月

額を３万 6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

   申立期間のうち、昭和 42 年７月 31 日から 43 年６月 21 日までの期間に

ついて、申立人のＢ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日は同年

６月 21 日であると認められることから、申立人の当該期間に係る資格喪

失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 42 年７月から同年９

月までは４万 2,000 円、同年 10 月から 43 年５月までは４万 5,000 円とす

ることが妥当である。 

   申立期間のうち、昭和 44 年５月１日から同年７月 12 日までの期間につ

いて、申立人のＣ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日は同年７

月 12 日であると認められることから、申立人の当該期間に係る資格喪失

日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、６万円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年４月１日から同年５月２日まで 

             ② 昭和 42 年７月 31 日から 43 年 10 月１日まで 

             ③ 昭和 44 年５月１日から同年９月１日まで 

    私は、昭和 41 年にＤ事業を行っていたＡ社に入社し、44 年８月 31

日にＣ社を退職するまで継続して勤務していた。途中、Ａ社の会社名が、

Ｂ社やＣ社に変更となったが、実質的な経営者は同一人物であった。私



                      

  

は同じ人物の下で一貫して営業責任者として勤務しており、毎月の給与

から厚生年金保険料も控除されていた。しかし、申立期間①から③まで

の厚生年金保険被保険者記録が欠落しているので、厚生年金保険被保険

者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、「社名の変更はあったものの、入社し

た昭和 41 年から退職した 44 年まで、一貫して同じ人物の下で勤務してい

た。私が異動や転勤をしたわけではない。」旨供述しているところ、Ｃ社

の事業主がＡ社の事業主であったとして名前を挙げた者は、Ｂ社に係る事

業所別被保険者名簿に記載されている事業主名とも一致すること、及び申

立人の記憶する勤務していた期間に起こった世の中の出来事が当時の時事

記録と一致していることから判断すると、申立人はＡ社及びＢ社に継続し

て勤務し（昭和 42 年５月２日にＡ社からＢ社に転籍）、当該期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

42 年３月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 6,000 円とするこ

とが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、既にＡ社は事業を廃止し、事業主に確認することがで

きず、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、明らかで

ないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否については、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が無いことから、行ったとは認められない。 

   申立期間②のうち、昭和 42 年７月 31 日から 43 年６月 21 日までの期間

について、申立人のＢ社における従業員や業務内容についての供述と当該

期間において同社に勤務したとする同僚の供述内容と一致していることか

ら、申立人が当該期間に同社に継続して勤務していたことが認められる。 

   一方、Ｂ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人の同社におけ

る資格喪失日は昭和 42 年７月 31 日と記録されているが、当該資格喪失の

処理は、同社が適用事業所でなくなった日である同年７月 31 日の後の 43

年６月 21 日に行われている上、同日付けで 42 年 10 月の算定記録が取り

消されていることが確認できる。また、同社の事業主を含む他の従業員全

員についても申立人と同様の処理が行われていることが上記の被保険者名

簿から確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所がかかる処理を行う合理



                      

  

的な理由は無く、当該喪失処理に係る記録は有効なものとは認められない

ことから、申立人の当該期間に係る資格喪失日は、当該喪失処理日である

昭和 43 年６月 21 日とすることが必要であると認められる。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、当該喪失処理前のＢ社にお

ける申立人の記録から、昭和 42 年７月から同年９月までは４万 2,000 円、

同年 10 月から 43 年５月までは４万 5,000 円とすることが妥当である。 

   申立期間③のうち、昭和 44 年５月１日から同年７月 12 日までの期間に

ついて、申立人は、「父の知人が経営するＥ社でＤ事業を行うこととなっ

たため来てほしいと言われ、Ｃ社の同僚数名と共にＥ社に転職したが、同

社での事業の準備ができるまではＣ社に勤務していた。」と供述している

ところ、Ｃ社に勤務していた同僚は、「申立人がＣ社を辞めて、同僚数名

と一緒にＥ社でＤ事業を始めると言っていたことを覚えている。」旨を述

べており、これは申立人の供述と一致していることから、申立人が申立期

間③においてＣ社に継続して勤務していたことが認められる。 

   一方、Ｃ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人の同社におけ

る資格喪失日は昭和 44 年５月１日と記録されているが、当該資格喪失の

処理は、同社が適用事業所でなくなった日である同年６月 30 日の後の同

年７月 12 日に行われている上、申立人を除く 14 名全員についても、それ

ぞれ資格喪失日は異なるものの同様の処理が行われていることが確認でき

る。 

   また、Ｃ社の同僚は、「Ｃ社は、給与の遅配もあったために退職するこ

とにした。」と証言している。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所がかかる処理を行う合理

的な理由は無く、当該喪失処理に係る記録は有効なものとは認められない

ことから、申立人の当該期間に係る資格喪失日は、当該喪失処理日である

昭和 44 年７月 12 日とすることが必要であると認められる。 

   なお、昭和 44 年５月及び同年６月の標準報酬月額については、当該喪

失処理前のＣ社における申立人の記録から、６万円とすることが妥当であ

る。 

   一方、申立期間②のうち、昭和 43 年６月 21 日から同年 10 月１日まで

の期間については、上記の申立人と同様にＢ社が適用事業所でなくなった

日である 42 年７月 31 日の後の 43 年６月 21 日に資格喪失の処理がなされ

た申立人を除く 15 名のうち、所在が確認できた２名に照会したが、回答

が得られなかったことから、当該資格喪失の処理日である同年６月 21 日

以降に係る申立人の保険料控除に係る証言が得られない。 

   また、商業登記簿謄本から確認できたＢ社の代表取締役に文書照会した

が、未送達で返戻され、当時の状況について確認できない。 

   また、申立期間③のうち、昭和 44 年７月 12 日から同年９月１日までの



                      

  

期間については、申立人と同様にＣ社が適用事業所でなくなった日である

同年６月 30 日の後の同年７月 12 日に資格喪失の処理をされた申立人を除

く 14 名のうち、所在が確認できた７名に対して照会をし、３名から回答

があったものの、当該資格喪失の処理日である同年７月 12 日以降に係る

保険料控除に係る証言が得られない。 

   さらに、Ｃ社に係る事業所別被保険者名簿の事業主欄に氏名が記載され

ていた者に対して照会したところ、同氏は、「Ｃ社という会社名は聞いた

ことも無いが、夫がＡ社の社長と知り合いであったので、同社の社長のこ

とは知っている。私は同社の社長の会社では一切働いたことが無いので、

名前だけを使われていたのだと思う。」旨の回答であり、当時の状況につ

いて確認できない。 

   このほか、申立人の申立期間②のうち昭和 43 年６月 21 日から同年 10

月１日までの期間及び申立期間③のうち 44 年７月 12 日から同年９月１日

までの期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5474 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年５月１日から同年８月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を同

年５年１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を９万 8,000 円とすること

が必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50 年５月１日から同年８月１日まで 

             ② 昭和 55 年６月 18 日から同年７月 11 日まで 

    私は、申立期間①はＡ社に、申立期間②はＢ社に勤務していたが、厚

生年金保険の被保険者記録を確認したところ、資格取得日が、申立期間

①は昭和 50 年８月１日に、申立期間②は 55 年７月 11 日となっており、

申立期間が厚生年金保険に加入していないことになっている。 

    申立期間①及び②について、厚生年金保険の被保険者期間であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、雇用保険の記録から、申立人がＡ社に勤務してい

たことが認められる。 

   また、複数の同僚が、「入社日と厚生年金保険の資格取得日は一致して

いる。」と供述している。 

   さらに、上記の複数の同僚について、雇用保険の記録及びオンライン記

録からそれぞれの資格取得日を調査したところ、いずれも一致しているこ

とが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 



                      

  

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

50 年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、９万 8,000 円とするこ

とが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、Ａ社はその所在地を管轄する法務局におい

て法人登記の記録が確認できないことから連絡先が不明であり、このほか

にこれを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでない

と判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

   一方、申立期間②について、Ｂ社から提出された社員記録から、申立人

が同社に勤務していたことが推認できる。 

   しかしながら、Ｂ社は、「当時の社会保険に係る資料は既に無く、理由

は不明であるが、当時、入社日と厚生年金保険被保険者資格の取得日は、

必ずしも一致していなかったようである。」と回答している。 

   また、複数の同僚が、「入社日と厚生年金保険被保険者資格の取得日は

１か月相違しており、この被保険者となっていない期間は、試用期間又は

パート期間であった。」と供述しているところ、当該同僚のうち１名が、

「最初の１か月は試用期間であり、給与から厚生年金保険料を控除されて

いなかった。」と供述している。 

   さらに、Ｂ社は当時の給与関係書類等に係る資料を保管しておらず、申

立人も、当時の厚生年金保険料を控除されていたことを確認できる給与明

細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5475 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被

保険者資格の取得日に係る記録を平成元年５月１日に訂正し、申立期間の

標準報酬月額を 15 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年５月１日から同年６月１日まで 

    私は、昭和 63 年４月１日にＢ社に入社し、平成元年５月１日に同社

のグループ会社であるＡ社に異動した。その後も転勤はあったが、継続

して現在まで勤務している。 

    申立期間について、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提供された在籍証明書及び複数の同僚の供述から判断すると、

申立人が申立期間においてＡ社のグループ会社に継続して勤務し（平成元

年５月１日に、Ｂ社からＡ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成

元年６月の社会保険事務所（当時）の記録から、15 万円とすることが妥

当である。 

   なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、保険料を納付したとしているが、厚生年金

保険の記録における申立人のＡ社に係る資格取得日が雇用保険の記録にお

ける資格取得日と同日となっており、社会保険事務所と公共職業安定所の

双方が誤って同じ資格取得日を記録したとは考え難いことから、事業主が

平成元年６月１日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、



                      

  

申立人に係る同年５月の厚生年金保険料について、納入の告知を行ってお

らず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5476 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業

所における資格喪失日に係る記録を昭和 42 年１月１日に訂正し、申立期

間の標準報酬月額を２万 2,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年 10 月１日から 42 年１月１日まで 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、昭和 41 年 10 月１日から 42 年１月

１日までの期間の厚生年金保険被保険者記録が無い。私は、40 年４月

１日に同社に入社し、47 年６月 30 日に同社を退職した。同社Ｃ事業所

には 40 年 10 月１日から 41 年 12 月 31 日まで勤務しており、42 年１月

１日に同社Ｄ事業所に転勤している。同社で継続して勤務していたにも

かかわらず、厚生年金保険の被保険者記録に欠落期間があるのはおかし

い。申立期間に同社Ｃ事業所で勤務していたことは間違いないので、厚

生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持していた昭和 47 年分退職所得の源泉徴収票・特別徴収票、

退職金明細書兼計算書及び雇用保険の記録から判断すると、申立人がＡ社

に継続して勤務し（同社Ｃ事業所から同社Ｄ事業所に異動）、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

   なお、異動日については、申立人は昭和 42 年１月１日にＡ社Ｃ事業所

から同社Ｄ事業所に異動したと供述していることから、同年１月１日とす

ることが妥当である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ事業所にお



                      

  

ける昭和 41 年９月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 2,000 円

とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周

辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5477 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 44 年８月１日から同年 11 月１日までの期間につ

いて事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の当該期間

に係る標準報酬月額を６万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41 年１月５日から 42 年２月 26 日まで 

             ② 昭和 44 年８月１日から同年 11 月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和 41 年１月５日から勤務しているにもかかわらず、

厚生年金保険被保険者資格の取得日が 42 年２月 26 日となっている。 

    また、昭和 44 年８月１日から同年 11 月１日までについては、標準報

酬月額が実際の給与額よりも低くなっている。確認して記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②について、Ａ社が保管する申立人に係る厚生年金基金加入員

標準給与改定通知書により、事業主が、昭和 44 年８月から申立人の標準

報酬月額を４万 5,000 円から６万円へ改定する届出書をＢ基金に提出し、

同年８月 26 日に同基金が受理したことが確認できる。 

   また、上記通知書は複写式であることがうかがえる。 

   さらに、Ｂ基金から提出された申立人に係る基本異動記録から、昭和

44 年８月１日の標準給与は６万円であることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間②に係る標準報酬月額

を６万円とする届出を事業主が社会保険事務所に対し行ったことが認めら

れる。 

   申立期間①について、Ａ社が保管する昭和 41 年分給与所得に対する所

得税源泉徴収簿において、総支給金額が１月から記載されていること、及

び複数の同僚の証言から、申立人は、当該期間に同社に勤務していたこと



                      

  

が認められる。 

   しかし、上記所得税源泉徴収簿の年末調整欄の社会保険料控除額は０円

と記載されていることが確認できる。 

   また、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿及び申立人が所持する

年金手帳の申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日は、共に昭和

42 年２月 26 日と記載されている上、Ｂ基金の厚生年金基金加入員資格取

得年月日は、同年２月 26 日と記録されており、これらの取得年月日はオ

ンライン記録と一致している。 

   さらに、申立期間①に記録のある同僚は、「試用期間か手続の関係か理

由は不明だが、入社してから半年程度は厚生年金保険被保険者ではなかっ

た。」と述べている。 

   このほか、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる関連資料、周辺事情は見当たらな

い。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5478 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 23 年４月 10 日に厚生年金保険被保険者の資格

を取得し、30 年 12 月１日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所

（当時）に行ったことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ

社）における厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を

訂正し、申立期間の標準報酬月額を、昭和 23 年４月から同年７月までは

600 円、同年８月から 24 年２月までは 3,600 円、同年３月及び同年４月

は 5,100 円、同年５月から 25 年 11 月までは 6,000 円、同年 12 月から 29

年４月までは 8,000 円、同年５月から 30 年 11 月までは１万 8,000 円とす

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 23 年４月 10 日から 30 年 12 月１日まで 

    私は、昭和 23 年にＡ社に入社し 30 年 11 月 30 日まで勤務していたが、

この期間の厚生年金保険被保険者記録が無い。給与から厚生年金保険料

は控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と姓が

同じで名前が一字異なり、生年月日の同じ者が、昭和 23 年４月 10 日に厚

生年金保険被保険者資格を取得し、30 年 12 月１日に同資格を喪失してい

る基礎年金番号に統合されていない被保険者記録が確認できる。 

   また、Ｂ社が保管する社員名簿及び被保険者資格喪失届から、申立人が

申立期間において同社に正社員として勤務し、厚生年金保険の被保険者で

あったことが認められる。 

   さらに同僚は「申立人のことを記憶している。当時、申立人と同姓の従

業員は他にいなかった。」旨の供述をしている。 

   これらを総合的に判断すると、上記の被保険者記録は申立人の記録であ

り、事業主は、申立人が昭和 23 年４月 10 日に厚生年金保険被保険者の資



                      

  

格を取得し、30 年 12 月１日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務

所に行ったことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、上記被保険者名簿の記録か

ら、昭和 23 年４月から同年７月までは 600 円、同年８月から 24 年２月ま

では 3,600 円、同年３月及び同年４月は 5,100 円、同年５月から 25 年 11

月までは 6,000 円、同年 12 月から 29 年４月までは 8,000 円、同年５月か

ら 30 年 11 月までは１万 8,000 円とすることが妥当である。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5479 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 29 年 10 月１日から 30 年 10 月 17 日までの期間

について、事業主は、申立人が 29 年 10 月１日に厚生年金保険被保険者の

資格を取得し、30 年 10 月 17 日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険

事務所（当時）に対し行ったことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ

支店における同資格の取得日に係る記録を 29 年 10 月１日に、同資格の喪

失日に係る記録を 30 年 10 月 17 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を

１万 8,000 円とすることが必要である。 

   また、申立人は、申立期間のうち、昭和 29 年９月１日から同年 10 月１

日までの期間及び 30 年 10 月 17 日から同年 11 月１日までの期間の厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ社Ｂ支店における上記訂正後の資格取得日に係る記録を

29 年９月１日に、上記訂正後の資格喪失日に係る記録を 30 年 11 月１日

にそれぞれ訂正し、当該期間の標準報酬月額を１万 8,000 円とすることが

必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29 年９月１日から 30 年 11 月１日まで 

    父が、Ａ社に勤務していた期間のうち、転勤によりＢ県Ｃ地区に勤務

していた昭和 29 年９月１日から 30 年 11 月１日までの期間の厚生年金

保険の被保険者記録が欠落しているので、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の長女が、申立人の年金記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、昭和 29 年 10 月１日から 30 年 10 月 17 日までの期間



                      

  

について、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人と同姓同名かつ同一年金番号であるが、生年月日の日付が相違して

いる者が、昭和 29 年 10 月１日に資格を取得し、30 年 10 月 17 日に資格

を喪失していることが確認できる上、申立人に係る厚生年金保険被保険者

台帳により、申立人は 29 年 10 月１日から 30 年 10 月 17 日までの期間に

おいて、同社Ｂ支店の厚生年金保険被保険者であった旨の記録が確認でき

ることから判断すると、事業主は、申立人が 29 年 10 月１日に厚生年金保

険被保険者の資格を取得し、30 年 10 月 17 日に同資格を喪失した旨の届

出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、上記の被保険者記録から１

万 8,000 円とすることが妥当である。 

   申立期間のうち、昭和 29 年９月１日から同年 10 月１日までの期間及び

30 年 10 月 17 日から同年 11 月１日までの期間について、Ａ社が提出した

申立人の在籍証明書、健康保険組合の被保険者記録及び雇用保険の被保険

者記録から判断すると、申立人は当該期間に同社に継続して勤務し（29

年９月１日に同社から同社Ｂ支店に異動し、31 年 11 月１日に同社に異

動）、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、上記被保険者台帳における

昭和 29 年 10 月及び 30 年９月の記録から、１万 8,000 円とすることが妥

当である。 

   なお、事業主が、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の納付義務を

履行したか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認で

きる関連資料及び周辺事情が無いことから明らかでないと判断せざるを得

ない。  

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日及び喪失日に係る届出を社会

保険事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料

及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5480 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年４月１日から 37 年３月 20 日ま

での期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の

取得日に係る記録を 36 年４月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を

8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年３月 20 日から 37 年３月 20 日まで 

             ② 昭和 40 年１月 27 日から同年２月１日まで 

    私は、中学校を卒業後、昭和 36 年３月 20 日から 40 年１月末まで、

Ａ社で正社員として勤務していた。同社を退社後すぐにＢ事業所へ転職

している。しかし、ねんきん特別便ではＡ社での厚生年金保険の記録が

37 年３月 20 日から 40 年１月 27 日までとなっている。中学校を卒業し

たのが 36 年３月なので、同社での厚生年金保険の資格取得日が１年も

遅れているのは納得できない。また、Ｂ事業所へ転職する直前まで働い

ていた記憶があるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①のうち、昭和 36 年４月１日から 37 年３月 20 日までの期間

について、複数の同僚の証言及び転職後の事業所保管の勤務記録表から、

申立人は、当該期間においてＡ社に勤務していたことが認められる。 

   また、申立人が一緒に入社したとして名を挙げた同僚は、Ａ社に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿により、昭和 36 年４月１日に同社にお

いて被保険者資格を取得していることが確認できる。 

   さらに、申立人は一緒に入社したのは複数であったと証言しているとこ



                      

  

ろ、上記被保険者名簿において、上記同僚を含む３名の中学校新規卒業者

が昭和 36 年４月１日に同社において被保険者資格を取得していること、

及び申立人が同じ中学校を卒業し、同社に１年前に入社したと記憶する先

輩職員は、35 年４月１日に同社において被保険者資格を取得しているこ

とを勘案すると、同社では、新卒の者については採用した年の４月１日に

厚生年金保険に加入させていたことがうかがえる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間①のうち、昭和 36 年

４月１日から 37 年３月 20 日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、上記同僚の昭和 36 年４月

の資格取得時の記録から、8,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

   一方、申立期間①のうち、昭和 36 年３月 20 日から同年４月１日までの

期間及び申立期間②について、上記同僚からも申立人が当該期間にＡ社に

勤務していたことをうかがえる証言は得られない。 

   また、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、元事業

主及び申立人が記憶する上司も既に死亡していることから、当該期間の勤

務実態及び厚生年金保険料の控除について確認できない。 

   さらに、申立人は、当該期間において厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持してお

らず、このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5481 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間について、申立人の標準報酬月額を平成 15 年９月から同年 12

月までは 19 万円、16 年１月から同年７月までは 18 万円に訂正すること

が必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の上記訂正後の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。）を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年９月１日から 16 年８月 26 日まで 

    私がＡ社に勤務していた期間のうち、平成 15 年９月から 16 年７月ま

での標準報酬月額が 14 万 2,000 円となっているが、17 万円から 20 万

円相当の月給（総支給額）であったと記憶しており、現在の厚生年金保

険の記録より高い標準報酬月額に基づく厚生年金保険料が控除されてい

るので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持するＡ社の平成 16 年７月の給与明細書並びに 15 年分及び

16 年分の源泉徴収票から、申立人が申立期間において、オンライン記録

により確認できる標準報酬月額（14 万 2,000 円）を超える標準報酬月額

（20 万円）に見合う厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

   また、上記の資料及び銀行の預金通帳から、申立人がオンライン記録に

より確認できる標準報酬月額（14 万 2,000 円）を超える報酬月額の支払

を受けていることが確認できるところ、当該報酬月額に相当する標準報酬

月額は 15 年９月から同年 12 月までは 19 万円、16 年１月から同年７月ま

では 18 万円であると認められる。 

   一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律



                      

  

に基づき標準報酬月額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年

金保険料額又は申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲

内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

   したがって、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、15 年

９月から同年 12 月までは 19 万円、16 年１月から同年７月までは 18 万円

に訂正することが必要である。 

   なお、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業主

による納付義務の履行については、事業主は不明としており、これを確認

できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

神奈川厚生年金 事案 5482 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 18 年９月１日から 19 年９月１日まで

の期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該期間

の標準報酬月額に係る記録を、18 年９月から 19 年７月までは 24 万円、

同年８月は 26 万円に訂正することが必要である。 

   また、申立人は、平成 18 年 12 月 28 日、19 年７月 31 日、同年 12 月 28

日及び 20 年７月 31 日について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、当該期間の標準賞与額に係る記録を、18 年 12 月 28 日及び 19 年７月

31 日は 18 万 5,000 円、同年 12 月 28 日は 21 万円、20 年７月 31 日は 18

万 5,000 円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額及び

標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否かについては、明ら

かでないと認められる。 

   また、申立人は平成 20 年 12 月 29 日に係る標準賞与額（21 万 5,000

円）に相当する賞与が事業主により支払われていたと認められることから、

当該期間の標準賞与額に係る記録を 21 万 5,000 円に訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18 年９月１日から 19 年９月１日まで 

             ② 平成 18 年 12 月 28 日 

             ③ 平成 19 年７月 31 日 

             ④ 平成 19 年 12 月 28 日 

             ⑤ 平成 20 年７月 31 日 

             ⑥ 平成 20 年 12 月 29 日 

    私は、Ａ社でＢ職をしていたが、ねんきん定期便の平成 18 年９月１



                      

  

日から 19 年９月１日までの標準報酬月額及び 18 年 12 月、19 年７月、

同年 12 月､20 年７月、同年 12 月の標準賞与額は、実際に控除されてい

た厚生年金保険料に見合う報酬額と相違しているので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①の標準報酬月額及び申立期間②から⑥までの標準

賞与額に係る記録の確認を求めているが、あっせんの根拠となる法律の適

用については、特例的に、厚生年金保険の保険料徴収権が時効により消滅

した期間のうち申立日において保険料徴収権が時効により消滅した期間に

ついては、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律（以下「厚生年金特例法」という。）を、その他の期間については、厚

生年金保険法を適用する、という厚生労働省の見解が示されたことを踏ま

えて、当委員会では、上記各期間において、その期間に適用される法律に

基づき記録訂正が認められるかを判断することとしている。 

   申立期間①から⑤までについては、本件申立日において保険料徴収権が

時効により消滅した期間であるから、厚生年金特例法を、申立期間⑥につ

いては、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していない期

間であるから、厚生年金保険法を適用する。 

   申立人が提出した給与支払明細書及び賞与支払明細書並びにＡ社が提出

した賃金台帳により、申立人は、平成 18 年９月１日から 19 年９月１日ま

での期間においてその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められ、18 年 12 月 28 日、

19 年７月 31 日、同年 12 月 28 日及び 20 年７月 31 日に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   また、標準報酬月額及び標準賞与額については、厚生年金特例法に基づ

き標準報酬月額及び標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

保険料額及び申立人の報酬月額及び賞与額のそれぞれに基づく標準報酬月

額及び標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額及び標

準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、申立人

が提出した給与支払明細書において確認できる給与総支給額又は厚生年金

保険料控除額から、平成 18 年９月から 19 年７月までは 24 万円、同年８

月は 26 万円に訂正することが必要である。 

   また、申立人の標準賞与額については、申立人が提出した賞与支払明細

書において確認できる賞与総支給額又は厚生年金保険料控除額から、平成

18 年 12 月 28 日及び 19 年７月 31 日は 18 万 5,000 円、同年 12 月 28 日は

21 万円、20 年７月 31 日は 18 万 5,000 円に訂正することが必要である。 



                      

  

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は当時の担当者は退職しており、資

料も残っていないことから不明としており、これを確認できる関連資料及

び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準報酬月額及び標準賞与額に係る届出を社会保険

事務所（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料等

が無いことから行ったとは認められない。 

   一方、平成 20 年 12 月 29 日については、上記の賞与支払明細書及び賃

金台帳により、当該期間に係る標準賞与額（21 万 5,000 円）に相当する

賞与が事業主により支払われていたことが確認できる。 

   したがって、当該期間に係る標準賞与額を 21 万 5,000 円に訂正するこ

とが必要である。 

 



  

神奈川厚生年金 事案 5483 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 32 年４月１日から 34 年３月 23 日まで 

    私は、中学校を卒業後に、父が勤務していたＡ社に正社員として入社

し、昭和 32 年４月１日から 34 年３月 22 日まで勤務していた。Ｃ氏の

下でＤ業務等を手伝っていたが厚生年金保険の被保険者記録が無い。申

立期間を調査して被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社において、正社員としてＣ氏の下で勤務したと述べてい

る。 

   しかし、申立人は、自身の申立期間当時の勤務状況について、「手伝い、

小僧、見習、手元であった。」と述べているところ、Ａ社の複数の同僚は、

申立期間当時、入社後１年から２年は、正社員ではなく見習又はそれに相

当する期間があったとした上で、その期間は同社が社会保険手続を行って

いなかった旨を供述している。これらの同僚が記憶している入社日と、同

社における厚生年金保険被保険者資格の取得日とは、１年弱から２年弱相

違していることが確認できる上、約３年勤務していながら被保険者記録が

確認できない者もいることから、同社では雇用形態等により、入社後すぐ

には厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがえる。 

   また、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、同社の

役員であった１名は、同社の書類等は保管されていない旨を回答している

上、申立人が上司であったと記憶しているＣ氏及び同社の申立期間当時の

同僚からも申立人の同社における雇用形態、在籍期間及び給与からの厚生

年金保険料の控除等をうかがえる証言を得ることができなかった。 

   さらに、申立人は、申立人の父について、Ａ社で正社員として申立期間



  

前後の長期間にわたり勤務していたと記憶しているが、申立人の父の同社

における在籍について証言は得られたものの、担当していたＥ業務の者は

同社の請負であった旨の証言もある上、申立人の父の同社における厚生年

金保険被保険者資格は申立期間より前に喪失しており、申立期間及びこれ

以後において同社の被保険者記録は確認できないため、申立人の在籍期間

を特定することはできない。 

   加えて、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認したところ、

申立人の氏名は見当たらず、申立期間における上記被保険者名簿の整理番

号に欠番は無く、記載内容にも不自然な点は認められない。 

   このほか、申立人は、厚生年金保険料の控除を確認できる給与明細書等

の資料を保管しておらず、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことをうかがえる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 5484 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62 年４月１日から 63 年３月 25 日まで 

    私は、昭和 62 年４月から平成２年３月までＡ県立Ｂ学校に臨時的任

用職員として６か月ごとに雇用契約を更新しながら３年間勤務していた

が、この間勤務形態に変わりは無かった。しかし、厚生年金保険の記録

によると、申立期間が被保険者期間となっていない。調査の上、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ県教育委員会から提出された申立人に係る勤務記録カード及び人事異

動通知書に、申立人の任用期間として昭和 62 年４月１日から同年９月 30

日までの期間及び同年 10 月１日から 63 年３月 25 日までの期間、と記載

されていることから、申立人が申立期間においてＡ県立Ｂ学校の臨時的任

用職員として勤務していたことは認められる。 

   しかしながら、社会保険事務所（当時）の記録によると、Ａ県立Ｂ学校

が厚生年金保険の適用事業所となったのは申立期間中の昭和 62 年５月１

日である上、県教育委員会教育長通知「臨時的任用職員の社会保険の取扱

いについて（通知）」（昭和 63 年４月１日付け職第 17 号）により、Ａ県

における臨時的任用職員の社会保険適用は 63 年４月１日からであること

が確認できる。 

   また、申立期間においてＡ県立Ｂ学校に臨時的任用職員として勤務した

同僚は、「昭和 61 年４月にＡ県立Ｂ学校の担当者から厚生年金保険に加

入できないと言われ、国民年金に加入した。厚生年金保険に加入できるよ

うになったのは、63 年４月からだった。」と供述しているところ、当該

同僚がＡ県立Ｂ学校において厚生年金保険被保険者資格を取得した日は、



  

上記の通知により、臨時的任用職員を厚生年金保険被保険者の対象とした

同年４月１日であり、申立人と同日となっていることが確認できる。 

   さらに、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持していな

い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。  



  

神奈川厚生年金 事案 5485 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年 10 月１日から 42 年３月 26 日まで 

    厚生年金保険の加入記録では、Ａ社に勤務し、厚生年金保険被保険者

であった期間について、昭和 42 年４月 22 日に脱退手当金が支給されて

いることになっている。 

    しかし、脱退手当金を受給したとの記憶もないので、申立期間につい

て厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当

金の支給を示す「脱」の表示が確認できるとともに、申立期間の脱退手当

金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険

者資格を喪失後、約１か月後に支給決定されているなど、一連の事務処理

に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに、脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 5486（事案 2473 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年 12 月 10 日から 38 年９月６日まで 

             ② 昭和 46 年４月から 47 年８月まで 

             ③ 昭和 59 年頃から 62 年 10 月まで 

    私は、昭和 34 年 12 月 10 日から 38 年９月５日までＡ社に、46 年４

月から 47 年８月までＢ社に、59 年頃から 62 年 10 月までＣ社にそれぞ

れ勤務していたが、これらの期間の厚生年金保険の被保険者記録が無い

ので、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、当該期間のうち、昭和 46 年５月７日から 47 年３

月 17 日までの期間及び同年４月 20 日から同年８月までの期間に係る申立

てについては、申立人はＤ社における厚生年金保険被保険者であったと認

めてほしいと申し立てていたところ、同社は当該期間において厚生年金保

険の適用事業所となっていない上、事業主の所在が不明であり、申立人は

同僚の氏名を正確に記憶していないことからこれらの者から供述を得るこ

とができず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料控除について確認がで

きないとして、既に当委員会の決定に基づく平成 22 年４月 20 日付け年金

記録の訂正は必要でないとの通知が行われている。 

今回、申立人は、申立期間②においては、前述の期間を含めてＢ社にお

いてＥ職を行っていたと主張している。 

しかし、Ｂ社の当時の事業主及び同僚４名に文書照会を行ったところ、

全員が申立人のことを記憶していないことから、申立人の勤務実態を確認

することができない。 

また、事業主を含む４名は、当時のＢ社の業務は、Ｆ業務を行っており、



  

申立人が主張する業務は行っていなかったと回答している。 

さらに、申立人はＢ社の１名の同僚の氏名を挙げているところ、オンラ

イン記録では、当該同僚は、申立期間②に同社における厚生年金保険被保

険者記録は無く、「私は、申立期間②当時は同社に勤務していなかった。

申立人については、名前を聞いたことがあるかもしれないが、私が勤務し

ていた時期に申立人が主張する業務を行っていたかについては記憶が無

い。」と供述している。 

加えて、申立期間②のうち、昭和 47 年３月 17 日から同年４月 20 日ま

での期間について、申立人にはＢ社とは別の事業所の厚生年金保険の被保

険者記録があるところ、申立人は、「この期間は仕事が無かったため別の

会社で働いた。」と供述している。 

また、申立人は、申立期間②において国民健康保険に加入している上、

当該期間のうちの一部期間については、国民年金に加入し、保険料を納付

していることが確認できる。 

このほか、申立期間②のうち、昭和 46 年５月７日から 47 年３月 17 日

までの期間及び同年４月 20 日から同年８月までの期間について、委員会

の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 

申立期間①について、当時の複数の同僚が、「Ａ社の同じ班で申立人と

一緒に働いていた。」と証言していることから、期間は特定できないもの

の、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人は、「Ａ社の班の責任者の下で働いており、同社に採用

されたという認識は無かった。給料は班の責任者の自宅に行き、この責任

者から直接受け取った。」と述べているところ、申立人と同じ班に所属し

ていた同僚の一人は、「給料は厚生年金保険に加入するまでは、班の責任

者から受け取っていたが、厚生年金保険に加入後は会社から受け取ってい

たと思う。」と供述している。 

また、現在のＡ社の事業主は、「当時、当社には、協力業者（下請業

者）が数社入っており、班と呼ばれていた。協力業者の厚生年金保険の加

入状況は不明だが、職人に対しては、各班の親方が会社から出来高による

支払を受け、その中から職人に給料を支払っていたと聞いている。」と供

述している。 

さらに、申立人及び同僚は、Ａ社の同じ班で働いていたとする同僚の姓

を挙げているが、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にはこの

姓に該当する同僚は見当たらない。 

加えて、Ａ社において申立人が所属していた班の責任者は既に死亡して



  

おり、申立人の勤務形態及び保険料控除について聴取することができない。 

申立期間③について、申立人は、Ｃ社における派遣先であったとする、

Ｇ県にある現場で働く際に受けた研修の資料を所持していることから、期

間は特定できないものの、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人が記憶している現場の同僚は、「私は、現場責任者であ

ったが、申立人のことは覚えていない。」と述べている上、申立人は、こ

の同僚以外の者の氏名を覚えておらず、申立期間③に、Ｃ社の厚生年金保

険の被保険者記録がある同僚６名に文書照会を行い、４名から回答があっ

たが、全員が申立人のことを知らないとしていることから、申立人の勤務

形態及び保険料控除について確認することができない。 

また、Ｃ社は、「会社で作成した厚生年金保険資格取得台帳に申立人の

記載は無いので、外注（下請業者）として勤務していたかも知れない。下

請業者は、厚生年金保険に加入させていなかった。」と回答している。 

さらに、申立人は、申立期間③において国民健康保険に加入している上、

国民年金に加入し、保険料を納付していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①及び③に係る厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び③に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

神奈川厚生年金 事案 5487 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年５月頃から同年 11 月１日まで 

    私は、公共職業安定所の紹介で昭和 55 年５月からＡ社にＢ職として

勤務していたが、同年 11 月からの厚生年金保険の被保険者記録しかな

い。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の直後に勤務したＣ社が保管している申立人の職歴書から、申立人

が昭和 55 年９月からＡ社に勤務していたことは認められるが、申立期間

のうち、同年５月頃から同年８月までについては、勤務実態を確認するこ

とができない。 

   また、昭和 55 年９月から同年 11 月１日までの期間について、申立人は、

Ａ社の事業主及び同僚の名前を覚えていないことから、申立人の当該期間

に係る保険料の控除について確認することができない。 

   さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において被保険

者記録がある者で、連絡先の判明した者及び商業登記簿謄本に記載のある

代表取締役に対して、同社における申立人の当該期間当時の保険料控除に

ついて照会したが証言を得ることはできなかった。 

   このほか、申立人が申立期間において厚生年金保険料を給与から控除さ

れていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 5488 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32 年 10 月頃から 37 年２月頃まで 

             ② 昭和 37 年３月頃から 44 年９月頃まで 

    私は、昭和 32 年にＦ県に転居し、申立期間①は、Ｄ町でＡ社（現在

は、Ｂ社）において勤務していた。 

    また、申立期間②は、Ｃ社が経営する複数の店舗において、Ｇ職とし

て勤務していた。しかし、年金記録によると、申立期間①及び②に係る

厚生年金保険の記録が欠落している。 

    調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、Ａ社の同僚の名前を記憶しておらず、

同僚から申立人の同社における勤務実態について証言等を得ることができ

ない。 

   また、申立期間①当時、Ａ社において社会保険事務を担当していたとす

る者は、「会社が厚生年金保険の適用事業所となった際、保険料の負担を

嫌い、加入を希望しない者が多かった。社員全員を加入させたわけではな

い。」と供述している。 

   さらに、Ｂ社は、「申立期間①当時の資料は保管していないため、申立

人の在籍については不明。」と回答している。 

   加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立

期間①の被保険者整理番号に欠番は見当たらず、申立人の氏名も無い上、

申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を

確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   申立期間②について、申立人は、Ｃ社が経営する複数の店舗においてＧ



  

職として勤務していたと主張しているが、日本年金機構Ｅ事務センターは、

「Ｃ社は、厚生年金保険の適用事業所として見当たらない。」と回答して

いる。 

   また、Ｃ社に係る商業登記簿謄本において、同社の事業主を確認できた

ものの、当該事業主は、連絡先が不明のため、申立人の勤務実態及び保険

料控除について証言等を得ることができない。 

   さらに、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



  

神奈川厚生年金 事案 5489 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年５月１日から 41 年５月１日まで 

    私は、昭和 36 年７月１日から 54 年６月 30 日まで、Ａ社Ｂ支社の管

轄内のＣ支部に勤務していた。38 年４月末でＤ職からＥ職に配置替え

となったが、同年５月１日から 41 年５月１日までの期間が厚生年金保

険の被保険者記録となっていない。途中で退職すること無く同支部に勤

務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人及び複数の同僚の証言から判断すると、申立人は、申立期間にＡ

社Ｂ支社の管轄内のＣ支部に勤務していたことは認められる。 

   しかし、Ａ社は、申立期間当時、支部内のＥ職は厚生年金保険に加入さ

せていなかったが、昭和 41 年４月に、当時、各支部のＥ職として勤務し

ていた従業員に対して改めて採用可否を決定し、採用が決定した時点から

厚生年金保険の加入手続を行ったと回答している。 

   また、申立人は、Ｅ職は各支部に一人だったとしており、前任者からの

引継ぎも後任者への引継ぎも無く退職したと述べており、申立人の前任者

及び後任者の氏名を記憶しておらず、Ｃ支部の同僚に照会したが、申立人

の前任者及び後任者の氏名を記憶している者はいない上、当時の同支部長

は既に死亡しており、当時の状況が確認できない。 

   さらに、Ａ社Ｂ支社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿

において、申立期間に申立人の名前は見当たらず、健康保険の整理番号に

欠番は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確



  

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 5490 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年 10 月 31 日から同年 11 月１日まで 

    私は、Ａ社を昭和 46 年 10 月 31 日に退職したが、厚生年金保険の記

録を確認したところ、資格喪失日が同年 11 月１日でなく、同年 10 月

31 日となっている。 

    調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 46 年 10 月 31 日にＡ社を退職したと主張している。 

   しかしながら、雇用保険の記録及びオンライン記録において、申立人の

離職日（昭和 46 年 10 月 30 日）の翌日が厚生年金保険被保険者資格の喪

失日（昭和 46 年 10 月 31 日）となっており、これらの記録は合致してい

ることが確認できる。 

   また、申立人は同僚の記憶も無いことから、Ａ社に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿において、申立人が記載されているページの前後 49

人のうち、連絡先が判明した８人に照会をしたが、申立人の在籍に関する

証言は得られず、申立人の勤務実態を確認することができない。 

   さらに、Ａ社は、「申立人の申立期間に係る人事記録等の資料を保管し

ておらず、申立人の退職日及び被保険者資格の喪失日を確認することがで

きない。」と回答している。 

   加えて、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 5491 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24 年５月１日から 29 年７月頃まで 

    私は、昭和 23 年頃から 29 年７月頃まで、Ａ社に継続して勤務してい

たにもかかわらず、厚生年金保険の被保険者記録は、24 年１月１日か

ら同年５月１日までとなっている。入社後しばらくは見習であったと思

うが、同年５月１日から 29 年７月頃までの期間については被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が同時期に退社したとして名前を挙げた同僚は、「私は、昭和

28 年６月頃から 29 年 10 月頃までＡ社に勤務していたと思う。申立人は、

私より前から勤務していたと思うが、一緒に退社した。」と証言している

ことから、申立人が申立期間においてＡ社に勤務していたことは推認でき

る。 

   しかし、申立人が名前を挙げたほかの同僚９名のうち、４名は住所不明、

２名は死亡、１名は病気のため回答不可であり、申立人の申立期間におけ

る勤務実態及び保険料控除について証言を得ることができない上、残り２

名（申立人の長兄を含む。）は、申立人の勤務期間について記憶が曖昧で

あり、申立人の勤務期間を特定することができない。 

   また、前記の同僚 10 名のうち、前述の申立人が同時期に退社したとし

て名前を挙げた同僚は、Ａ社における厚生年金保険被保険者記録が無い。 

   さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、同僚

６名が申立人と同じ昭和 24 年５月１日に被保険者資格を喪失しているこ

とが確認できるものの、住所不明のため、申立人の資格喪失後の勤務実態

及び保険料控除について証言を得ることができない。 



  

   加えて、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳には、申立人のＡ社に

おける資格喪失日は昭和 24 年５月１日と記載されており、オンライン記

録とも一致していることが確認できる。 

   また、Ａ社は、昭和 45 年 12 月１日に厚生年金保険の適用事業所でなく

なっている上、代表取締役も既に死亡していることから、申立人の申立期

間における勤務実態及び保険料控除について確認することができない。 

   このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除を確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 5492 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年４月１日から同年５月１日まで 

    私は、高校の求人募集により、昭和 43 年４月１日にＡ社に入社し、

47 年７月 31 日まで継続して勤務していたが、厚生年金保険の被保険者

記録では、43 年４月１日から同年５月１日までの期間の記録が欠落し

ている。この期間を調査し、厚生年金保険被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚の証言から、申立人が申立期間にＡ社で勤務していたことは推認で

きる。 

   しかし、申立人のＡ社における雇用保険被保険者資格の取得日は、厚生

年金保険被保険者資格の取得日と同日の昭和 43 年５月１日となっている

ところ、申立期間当時の同社の社会保険事務担当者は、「従業員の厚生年

金保険と雇用保険は同時に加入させていた。」と供述している。 

   また、申立人と同様に、高校を卒業後、新卒で同期入社した同僚の厚生

年金保険被保険者資格の取得日は、申立人と同日の昭和 43 年５月１日で

あることが、オンライン記録から確認できる。 

   さらに、高校を卒業後、新卒でＡ社に入社したとする複数の同僚は、

「Ａ社には、試用期間があった。」と供述している。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除に係る事実

を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 5493 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26 年１月 25 日から 35 年７月１日まで 

    私は、Ａ社Ｂ支店に昭和 26 年１月 25 日に入社し、35 年７月１日に

Ｃ社に異動となるまでＤ職として勤務していた。臨時職員として入社し、

後に正社員になったと思うが、厚生年金保険の記録を見るとＡ社Ｂ支店

に勤務していた全ての期間について厚生年金保険被保険者記録が無い。

確かに勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、当時、家主だったＡ社Ｂ支店の総務担当者の紹介で同社Ｂ支

店に臨時職員として入社し、後に正社員として勤務したと主張している。 

   しかし、申立期間当時、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険事業所

別被保険者名簿において記録のある同僚は、「申立期間当時、臨時職員は

日雇労務者であり、申立人と同じ雇用形態の人が複数いた。日雇労務者は

日給月給制で厚生年金保険に加入させていなかった。」と証言している。 

   また、別の同僚は、「現場作業員は臨時職員として採用され、何年もた

ってから厚生年金保険に加入させていたようだと先輩から聞いたことがあ

る。」と証言している。 

   さらに、申立人は上記の総務担当者の氏名について姓しか記憶していな

いため照会することができず、申立期間当時の事業主及び社会保険の事務

を担当していたとされる同僚は所在不明のため、当時の状況を確認するこ

とができない。 

   加えて、上記被保険者名簿には、申立期間において、申立人の名前は確

認できない。 



  

   また、Ａ社Ｂ支店から、厚生年金保険被保険者資格の得喪に関する届出

及び保険料控除について、当時の資料が残っていないため、申立人の勤務

実態及び厚生年金保険料の控除について不明との回答を得ている。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険の被保険者として

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 5494 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年４月から 48 年６月まで 

    私は、高校を卒業してすぐの昭和 44 年４月にＡ社（現在は、Ｂ社）

に入社し、48 年６月まで勤務していた。しかし、この期間の厚生年金

保険の加入記録が欠落しているので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主及び同僚の証言から、在籍していた期間は特定できないが、申立

人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は、平成２年２月６日に

Ｂ社として厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は適用

事業所ではないことが確認できる。 

   また、Ｂ社の事業主は、「当時の資料は全て破棄してしまっており、ま

た、当時の事業主も既に亡くなっているため、給与から厚生年金保険料を

控除していたかについては不明である。しかし、当社が厚生年金保険の適

用事業所となったのが平成２年２月６日であるため、申立期間当時におい

ては、従業員は国民年金に加入していたと思う。」と回答している。 

   さらに、オンライン記録において、Ｂ社が適用事業所となった平成２年

２月６日に同社の厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認で

き、かつ、申立期間に在籍していたとする同僚は、「２年２月６日に会社

が厚生年金保険に加入する前は、国民年金に加入し、自身で保険料を支払

っていた。」と供述している。 

   加えて、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持していな



  

い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 5495 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年４月１日から 59 年４月１日まで 

    私は、前の会社に在職中、顔見知りだったＡ社の代表者から「会社は

昭和 58 年４月から社会保険に加入するので入社してほしい。」と声が

かかり、前の会社を同年３月に退社し、すぐにＡ社へ入社し、以後 62

年４月まで正社員として勤務していた。しかし、同社での厚生年金保険

の資格取得日が 59 年４月１日となっている。入社の経緯から 58 年４月

１日に厚生年金保険に加入しているはずなので、調査の上、被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の雇用保険の記録及び同僚の証言から、申立人が申立期間につい

て、Ａ社に勤務していたことは確認できる。 

   しかし、オンライン記録によると、Ａ社は、昭和 59 年４月１日に厚生

年金保険の適用事業所になっており、申立期間当時は適用事業所でないこ

とが確認できる。 

   また、Ａ社に勤務していた同僚は、「Ａ社は有志で立ち上げた。当初は

資金等に余裕が無かったことから、社会保険に加入していない。私は、会

社が社会保険に加入するまでの間は、国民年金及び国民健康保険に加入し

ていたし、給与から厚生年金保険料は控除されていなかった。」と証言し

ている。 

   さらに、Ａ社の元事業主は既に死亡しており、事業所も適用事業所でな

くなっていることから、厚生年金保険料の控除について確認することがで

きない。 

   このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認



  

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 5496 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60 年５月１日から 61 年５月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和 60 年５月１日から 61 年９月 30 日まで正社員とし

て勤務していたが、当該期間のうち、60 年５月１日から 61 年５月１日

までの期間の厚生年金保険の被保険者記録が無い。申立期間の被保険者

記録を確認し、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録により、申立人が昭和 61 年３月１日から同年９月

30 日までの期間においてＡ社に勤務していたことが確認できる。 

   しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は、昭和 61 年５月１日

に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は適用事業所で

はないことが確認できる。 

   また、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、事

業主からの回答も得られないことから、申立期間における厚生年金保険料

の控除について確認できない。 

   さらに、Ａ社の社会保険事務を担当していた元取締役は、「申立人の厚

生年金保険の資格取得及び保険料の控除については不明。」と供述してい

る。 

   このほか、申立人は申立期間における厚生年金保険料が控除されていた

ことを確認できる給与明細書等の資料を所持していない上、申立人の申立

期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 5497 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27 年 10 月頃から 29 年１月頃まで 

    私は、昭和 27 年 10 月頃から 29 年１月頃までＡ社にＢ職として勤務

していたが、その期間の厚生年金保険の加入記録が無いので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の証言及びＡ社に係る申立人の詳細な記憶から、期間は特定

できないものの、申立人が同社に勤務していたことは認められる。 

   しかし、上記の同僚の一人は、「Ａ社では入社と同時には厚生年金保険

には加入していなかった。私が、同社で厚生年金保険に加入したのは、入

社から１年以上たってからである。」と述べている。 

   また、申立期間及びそれ以降にＡ社で厚生年金保険被保険者資格を取得

している者に確認したところ、全員が、入社したとする時期から 13 か月

から 16 か月後に被保険者資格を取得していることが確認できる。 

   さらに、申立人及び同僚は、Ａ社の従業員数は 20 名ぐらいだったと述

べているが、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期

間の同社における被保険者数は４名から 10 名までの範囲で推移している

ことが確認でき、同社では、従業員を入社と同時には厚生年金保険に加入

させていなかったことがうかがえる。 

   このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除についてうか

がわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 5498 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50 年１月１日から 54 年 11 月１日まで 

             ② 昭和 54 年 11 月１日から同年 12 月１日まで 

    私は、昭和 49 年 12 月途中にＡ社に入社し、54 年 11 月１日に、同社

の事業主が経営するＢ社に異動した。このうち、50 年１月１日から 54

年 11 月１日までの期間は、厚生年金保険に加入していたはずであるに

もかかわらず、年金記録が欠落している。当該期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

    また、Ｂ社には、昭和 54 年 11 月１日から勤務していたにもかかわら

ず、同日から同年 12 月１日までの期間の厚生年金保険の被保険者記録

が欠落している。当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ａ社の回答及び申立人の具体的な供述から判断す

ると、申立人が当該期間において同社に継続して勤務していたことが認め

られる。 

   しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオン

ライン記録によると、同社は昭和 55 年４月１日に厚生年金保険の適用事

業所になっており、申立期間①当時は、適用事業所でなかったことが確認

できる。 

   また、上記被保険者原票により、昭和 55 年４月１日に被保険者資格を

取得した 10 名のうち、現在の所在が確認できる複数の同僚に申立期間①

に係る保険料の控除について照会したが、資格取得日より前に厚生年金保

険料が控除されていたとする者はいなかった。 



  

   さらに、申立人がＡ社に入社した昭和 49 年 12 月に、既に在籍し、かつ、

申立期間①において同社に継続して勤務していたとする３名は、当該期間

に係る国民年金保険料を全て納付している上、53 年１月に同社に入社し

たとする１名も同年１月から 55 年３月までの国民年金保険料を全て納付

していることが確認できる。 

   加えて、Ａ社は、申立期間①当時の資料は廃棄しており、当時の事情は

分からないと回答していることから、申立人の当該期間における厚生年金

保険料の控除について確認することができない。 

   申立期間②について、雇用保険の加入記録から、申立人が当該期間にお

いてＢ社に継続して勤務していたことが認められる。 

   しかしながら、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオン

ライン記録によると、同社は昭和 54 年 12 月１日に厚生年金保険の適用事

業所になっており、申立期間②当時は、適用事業所でなかったことが確認

できる。 

   また、上記被保険者原票により、昭和 54 年 12 月１日に厚生年金保険被

保険者資格を取得した９名のうち、所在が確認できる複数の同僚に照会し

たが、資格取得日より前における厚生年金保険料の控除についての証言を

得ることはできなかった。 

   さらに、Ｂ社は、申立期間②当時の資料が無いため、当時の事情は分か

らないと回答しており、申立人の当該期間における厚生年金保険料控除に

ついて確認することができない。 

   このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除を

うかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 5499 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年 10 月１日から 48 年９月１日ま

での期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年９月１日から 53 年７月１日まで

の期間について、厚生年金保険第四種被保険者として、その主張する標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付していたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年 10 月１日から 48 年９月１日まで 

             ② 昭和 48 年９月１日から 53 年７月１日まで 

    Ａ社Ｂ工場のＥ職として、Ｃ学校に関わる業務を行っていた期間のう

ち、昭和 47 年 10 月１日から 48 年９月１日までの期間の標準報酬月額

が、その前の期間の標準報酬月額よりも低額となっているが、支給され

ていた給料が下がった記憶は無いので、記録を訂正してほしい。 

    また、昭和 48 年９月１日から 53 年７月１日までの期間は、厚生年金

保険第四種被保険者として厚生年金保険料を自身で納めていたが、当該

期間の標準報酬月額が低額となっているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、「標準報酬月額が、申立期間前より下

がっているのはおかしい。」として、当該期間に係る標準報酬月額の相違

を申し立てている。 

   しかしながら、事業主が保管している申立人に係る社会保険被保険者原

票には、申立人の報酬月額は、３万 6,258 円と記載され、当該期間の標準

報酬月額が、３万 9,000 円から３万 6,000 円に変更された旨の記載がある

ところ、上記の報酬月額（３万 6,258 円）に相当する標準報酬月額は、３

万 6,000 円であることが確認できる上、オンライン記録の標準報酬月額と

一致していることが確認できる。 



  

   また、申立人が、Ａ社Ｂ工場で厚生年金保険の被保険者資格を取得した

前後に、被保険者資格を取得した同僚の中には、申立人と同様に、標準報

酬月額が下がっている者が複数いることが確認できる。 

   さらに、申立人の申立期間①に係る標準報酬月額は、Ａ社Ｂ工場のほか

の同僚と比較して著しく低額であるなどの事情も見受けられない上、標準

報酬月額の遡及訂正等の不自然な処理が行われた形跡は確認できない。 

   このほか、申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料の控除額を確認

できる給料明細書等を所持しておらず、申立人が主張する標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 

   申立期間②について、申立人は、「厚生年金保険第四種被保険者として

厚生年金保険料を納めていたが、当該期間の標準報酬月額が低額となって

いる。」として当該期間に係る標準報酬月額の相違を申し立てている。 

   しかしながら、申立人に係る厚生年金保険第四種被保険者債権管理簿に

は、申立期間②に係る標準報酬月額は３万 6,000 円と記載されており、オ

ンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる上、申立人

は、厚生年金保険第四種被保険者として３万 6,000 円の標準報酬月額に見

合う厚生年金保険料を納付していることが確認できる。 

   また、申立人は、厚生年金保険第四種被保険者として申立期間②に係る

厚生年金保険料を納付していた当時の保険料納付額を記録した「第四種厚

生年金保険料の控え」を自身で作成し所持していることから、当該保険料

額を検証したところ、オンライン記録の標準報酬月額に見合う金額である

ことが確認できる。 

   さらに、厚生年金保険法では、厚生年金保険第四種被保険者の標準報酬

月額は、第四種被保険者資格取得前の最後の標準報酬月額によるものとす

るとされているところ、申立人のＡ社Ｂ工場における被保険者資格の喪失

時の標準報酬月額と第四種被保険者期間の標準報酬月額は、同額であるこ

とが確認できる。 

   このほか、申立人は、その主張する標準報酬月額に見合う厚生年金保険

料を納付したことを確認できる領収書等を所持しておらず、申立人が主張

する標準報酬月額に見合う厚生年金保険料を納付したことを確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間②について、厚生年金保険第四種被保険者としてその



  

主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付していたと認めるこ

とはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 5500 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12 年９月１日から 13 年２月１日まで 

    私は、平成 12 年９月からＡ社（現在は、Ｂ社）に勤務し、13 年２月

に正社員になった。その際に、上司から「社会保険事務所（当時）から

正社員になる前の期間も厚生年金保険に加入するよう注意を受けた。」

と聞いたので、加入しているものと思っていたが、正社員になるまでの

期間が被保険者期間となっていない。申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社が保管している申立人との基本契約書から、申立人が申立期間にお

いて、同社に在職していたことは確認できる。 

   しかし、Ｂ社の担当者は、「基本契約の期間については、委託契約であ

ったので、委託された業務の対価が支払われることとなっており、賃金が

支払われるものではない。このため、健康保険、厚生年金保険及び雇用保

険には加入していない。厚生年金保険料も控除していない。」旨の回答を

している。 

   また、申立人と同期入社であり、同じ職種の同僚は、「平成 12 年９月

から 13 年１月までの具体的な雇用形態は覚えていないが、請負契約で、

その間について国民年金の支払通知が来ており、厚生年金保険料は控除さ

れていない。」と述べている上、ほかの同僚は、「委託契約の期間は、個

人事業主として契約しているので、国民年金に加入し、会社から厚生年金

保険に加入する旨の連絡があって初めて厚生年金保険に加入した。」と述

べている。 

   さらに、Ｂ社が保管する申立人に係る平成 13 年賃金台帳によると、同



  

年３月 23 日支払の給与から、初めて同年２月の厚生年金保険料が控除さ

れていることが確認できる。 

   加えて、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが確認できる給与明細書等の資料を所持していな

い。 

   このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 5501 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38 年４月から同年９月まで 

             ② 昭和 38 年 10 月から 40 年２月まで 

    私は、申立期間①は、Ａ社が経営するＢ県Ｃ市にあったＤ事業所にお

いて、私を含む４人でＩ職をしていた。また、申立期間②は、Ｅ社が経

営するＦ事業所でＪ職をしていた。同事業所は、Ｇ県Ｈ市にあり、従業

員は 30 人ぐらいだった。 

    しかし、厚生年金保険の記録では、申立期間①及び②が被保険者期間

になっていない。 

    調査の上、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人が提出した当時の同僚からの年賀状により、

期間は特定できないものの、申立人がＡ社に勤務していたことは推認でき

る。 

   しかしながら、オンライン記録により、当該同僚がＡ社において被保険

者資格を取得したのは、申立期間①より後の昭和 38 年 11 月 29 日である

ことが確認できる。 

   また、別の同僚は、「私は、昭和 35 年８月に入社したが、厚生年金保

険に加入したのは 39 年２月である。それまでの期間は、給与から厚生年

金保険料を控除されていなかった。」と供述している。 

   さらに、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

事業主の所在も不明のため、申立人に係る人事記録及び給与関係書類を確

認することはできない上、申立人も、申立期間①における厚生年金保険料

を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 



  

   申立期間②について、複数の同僚に照会したものの、申立人が当該期間

においてＥ社に勤務していたことを確認できる具体的な供述等を得ること

はできなかった。 

   また、申立人は、「事業所の開業に伴う募集があって入社した。入社後

しばらくの間は開業の準備をしていた。」としているところ、複数の同僚

が、「事業所の開業は、昭和 40 年の５月か６月だった。」と供述してい

る。 

   さらに、オンライン記録において、申立人とほぼ同時期に入社したとす

る同僚の資格取得日は昭和 40 年３月１日となっているほか、当該同僚が

同時期に入社したとして挙げる他の同僚２名の資格取得日は同年３月１日

又は同年５月１日であることが確認できる。 

   加えて、Ｅ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

事業主の所在も不明のため、申立人に係る人事記録及び給与関係書類を確

認することはできない上、申立人も、申立期間②における厚生年金保険料

を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   このほか、申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



  

神奈川厚生年金 事案 5502 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21 年 12 月 16 日から 22 年４月 20 日まで 

    私は、Ａ社に昭和 21 年 12 月 16 日から勤務していたにもかかわらず、

厚生年金保険の記録では、申立期間が被保険者期間になっていないこと

に納得できない。同社の採用辞令を提出するので、申立期間を被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出した採用辞令により、申立人は昭和 21 年 12 月 16 日から

Ａ社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間

において被保険者記録があり連絡先が判明した２名に照会したところ、１

名は「当時の記憶はほとんど無い。」と述べているが、もう１名は「同社

には３年半ぐらい勤務していたが、被保険者期間は１年半ぐらいしかな

い。」と述べている。 

   また、Ａ社は、昭和 26 年５月１日に厚生年金保険の適用事業所でなく

なっている上、同社の事業主の所在が不明のため、厚生年金保険料の控除

について確認することができない。 

   さらに、上記被保険者名簿及び申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳

（旧台帳）において、申立人は昭和 22 年４月 20 日に資格を取得し、同年

７月 31 日に同資格を喪失していることが確認でき、オンライン記録と一

致している。 

   加えて、厚生年金保険手帳記号番号払出簿から、申立人を含む昭和 22

年４月 20 日にＡ社において資格を取得した５名に対して、同年４月 28 日

に連続した番号で記号番号が払い出されていることが確認できることから



  

判断すると、同社の事業主は、同年４月 20 日を当該５名の厚生年金保険

被保険者の資格取得日として社会保険事務所（当時）に届け出たものと考

えられる。 

   このほか、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる給料明細書等の資料を所持してお

らず、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがえる関係

資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



  

神奈川厚生年金 事案 5503 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年から 48 年５月頃まで 

    厚生年金保険の記録によると、Ａ社で勤務していた期間の被保険者記

録が無い。同社はＢ市に本社があり、私は同社Ｃ支店でＤ職として勤務

していた。社長の名前も覚えていないが、勤務していたことは間違いな

いので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間においてＡ社Ｃ支店で勤務していたと述べている。 

   しかし、申立人が名前を挙げた複数名の同僚は、Ａ社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿において名前が確認できない。 

   また、Ａ社の現在の事業主は、「申立期間当時の事業主は既に死亡して

おり、当時の資料も存在しないため、申立人の申立期間における勤務実態

及び厚生年金保険料の控除について確認することはできない。」と回答し

ている。 

   さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立期

間に被保険者記録がある 11 名の元従業員のうち、回答のあった６名は申

立人のことを知らないと供述していることから、申立人の同社における勤

務実態を確認できない。 

   加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立

期間に申立人の氏名は見当たらず、健康保険整理番号に欠番は無い。 

   このほか、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立てに係る事実を確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 5504 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年４月頃から 44 年７月頃まで 

    私が、昭和 43 年４月頃から 44 年７月頃までＡ社に勤務していた期間

が、厚生年金保険の被保険者期間となっていないので、申立期間につい

て、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の記憶するＡ社の所在地及び当時の事業主の氏名が、同社の閉鎖

登記簿謄本の記載内容と一致することから、期間は特定できないものの、

申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は厚生年金保険の適用事

業所となっていないことが確認できる。 

   また、上記の閉鎖登記簿謄本に記載されている代表取締役については、

申立期間における厚生年金保険の被保険者記録は無く、既に死亡しており、

その他の役員についても連絡先が不明であり、これらの者から供述を得る

ことができない。 

   さらに、申立人の記憶する同僚についても連絡先が不明であり、これら

の者から供述を得ることができない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを認めることはできない。 



  

神奈川厚生年金 事案 5505 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年６月 12 日から 34 年６月 12 日まで 

    私は、定時制の高校に通いながら、昭和 33 年６月にＡ社に入社した。

当初、同社での厚生年金保険被保険者記録は無かったが、年金事務所に

申立てを行ったところ、34 年６月 12 日から 35 年７月 21 日までの期間

の記録は認められた。しかし、同社に入社したのは 33 年６月であり、

１年間の誤差がある。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人とほぼ同時期に厚生年金保険の被保険者資格を取得した同僚が、

「申立人は、昭和 33 年から 35 年ぐらいまでＡ社に勤務し、自分と同じ業

務を行っていた。」と供述していることから、申立人が申立期間において

同社に勤務していたことは認められる。 

   しかし、上記の同僚がＡ社に入社したとする時期と厚生年金保険の資格

取得日は、１年程度相違している上、申立人とほぼ同時期に厚生年金保険

の被保険者資格を取得した複数の同僚は、入社した時期と厚生年金保険に

加入した時期が数箇月相違すると供述をしていることから、同社において

は、社員について入社から一定期間を置いて厚生年金保険に加入させてい

た状況がみられる。 

   また、厚生年金保険被保険者記号番号払出簿において記載されている申

立人のＡ社における資格取得日は、同社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿の記録と一致している。 

   さらに、オンライン記録によると、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事

業所でなくなっており、当時の事業主の連絡先も不明であることから、同



  

社における申立人の申立期間に係る保険料の控除について確認することが

できない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 

 


